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英国運河会社における資本勘定
―― Kennet & Avon運河による１７９４年から１８１０年までの会計報告 ――
溝 上 達 也
１．問 題 の 所 在
１８世紀における英国企業の一般的な形態は，個人企業かパートナーシップ
であった。これに対して運河会社は，公共性が強く多額の資本を必要とするた
め，株式会社形態による資金調達が認められていた。１）他の産業に先駆けて株式
会社の形態を採った運河会社において開発，整備された会計システムは，後に
株式会社形態が各産業分野に要請された際に参考にされた。２）１８世紀後半の英
国では運河建設が活発に進められ，運河株式の売買も活況を呈した。この過程
で，運河会社は株主からの要求に応えるべく会計報告書を整備していった。３）
後の株式会社会計システムに与えた影響を意識する時，筆者は以下の三点に
注目して英国運河会計を検討するべきであると考える。一つ目は，会社設立当
初における会計報告書である。多額の資金を必要とし，建設に長い期間を必要
とする運河会社において，資金の調達と運用を示す資本勘定が作成，公表され
た。いわば株式会社会計の原点ともいえる資本勘定の生成過程，意義を明らか
にすることが第一の課題である。
二つ目は，運河完成後の会計報告書である。運河の完成および営業開始に伴
い，利益計算の必要が生じた。利益計算がどのように行われたのか，損益計算
書がいかなる形式であったかを明らかにすることが第二の課題である。
三つ目は，後の資金計算書へとがる会計実務である。資金計算書の源流は
英国鉄道会社において採用された複会計制度にあり，複会計制度は運河会社の
会計システムが発展したものと言われている。運河会社の会計報告が後の複会
計制度に与えた影響を明らかにすることが第三の課題である。
これらの課題に取り組むための素材として Kennet & Avon運河による会計
報告を取り上げる。本稿でこれを取り上げるのは二つの理由による。一つ目の
理由は，Kennet & Avon運河が，当時の英国における運河会社の典型的な要素
を兼ね備えていることである。当時の英国における運河の概況とその中での
Kennet & Avon運河の位置づけについては次節で確認する。二つ目の理由は，
上述の第三の課題に関わるものである。Edwards［１９８９］は，複会計制度にお
ける特徴的な計算書の一つである総括残高表４）に類似した計算書を公表した事
例として，Kennet & Avon運河により１８１７年に公表された General Accountを
取り上げている。後の複会計制度，さらに資金計算書との関係を考察する上
で，Kennet & Avon運河による報告書は格好の素材となる。
上述の三つの課題を意識すると，Kennet & Avon運河の初期の会計報告書は
以下の三つの区分に分けられる。一つ目の区分は，運河建設が開始された１７９４
年から運河が完成する１８１０年までである。この間の報告書を検討する目的は，
当時の株式会社がいかにして会計報告を整備していったかを検討することに据
えられる。二つ目の区分は，運河が完成した後の１８１１年から総括残高表の原
型といわれる General Accountが定着する前の１８１６年までである。この間の計
算書を検討する目的は，運河の営業を開始した会社がどのように損益計算を
行ったか，およびいかなる損益計算書を公表したかを明らかにすることであ
る。三つ目の区分は１８１７年以降である。運河会社において定着した General
Accountがどのようなものであり，それが後の鉄道会計の実務さらにはその後
の資金計算書にどのように結びつくのかを明らかにしなければならない。
残る二つの課題は次稿以降に譲り，本稿では第一の課題に焦点を当てる。
Kennet & Avon運河において，初めて会計報告書が公表された１７９６年５月１
日付の報告書から運河が完成した１８１０年までの報告書の内容について検討す
ることにより，運河建設時に公表された資本勘定とはいかなる報告書であった
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のかを明らかにする。
Kennet & Avon運河の初期の会計報告を扱った先行研究として村田［１９９５］
がある。村田［１９９５］の問題意識は，Kennet & Avon運河が株主たちの要求や
公的規制のなかで，いかにして会計実務を整備し財務諸表の開示を行ってきた
かを明らかにすることに据えられている。１７９６年の資本的支出明細表，１８００
年の一般収支計算書，１８０３年の資本勘定，１８２３年の損益計算書および一般貸
借対照表，１８３３年の一般貸借対照表を紹介し，分析している。１７９４年から
１８３３年までの会計報告を広く取り扱っていることから，１８０２年から１８２２年の
会計報告書については詳細には述べられていない。「Kennet & Avon運河では
運河の完成にともない，資本勘定は締め切られ，１８１０年以降開示されること
はなかった。損益計算書がこの資本勘定にかわって公表されることになる」（村
田［１９９５］p.７６）と述べるに留まっている。Kennet & Avon運河は１８１０年に
完成しており，この前後に様々な形式の会計報告書を公表している。これは初
期の株式会社において，会計報告書が洗練されていく過程ともいえるものであ
り，英国運河会社の会計研究において検討するべき題材の一つであると思われ
る。村田［１９９５］において検討されなかったこの部分に焦点を当て，初期の
Kennet & Avon運河の会計報告を網羅的に紹介，分析することも本稿の目的の
一つである。
２．Kennet & Avon 運河の概要
英国における最初の運河は，１８世紀中旬に炭田開発のために建設された。
１８世紀後半に入り運河建設が盛んに行われるようになり，中でも１７６１年に開
通した Bridgewater Navigationsの成功が，この動きに拍車をかけた。運河建設
はアメリカ独立戦争の影響で一時的に下火となったが，すぐに回復し１７８０年
代後半から９０年代にかけて特に活発になった。５）
Ward［１９７４］は，財務の質的相違に着目して，アメリカ独立戦争までを「第
１期」，それ以降を「第２期」と呼んで区別している。図表１は，Ward［１９７４］
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の分析による運河株主の職業分布である。６）図表１から分かるように，「第１
期」は貴族，大地主，資本家，小商人，小売業者が運河に対する主な出資者で
あった。貴族，大地主は運河建設に伴う地価の騰貴を望んで投資を行った。小
商人，小売業者は，運河の流域で石炭，木材，穀物などの商品を扱う事業を
行っており，投資に対する配当よりも，徴収される通行税の削減を希望してい
た。７）Ward［１９７４］は，これらを「経済的動機」と呼んでいる。「第１期」の運
河建設は，「経済的動機」を有するこれらの出資者によって支えられたが，ア
メリカ独立戦争後，運河建設が活発化したことに伴い，これだけでは十分な資
本を得ることが難しくなった。そこで，運河会社はより広く出資を求めること
になった。図表１の運河株主の職業構成を見ると，「第２期」には資本家の割
合が増加している。資本家は，配当，利子，株価の上昇を期待して投資を行っ
ており，Ward［１９７４］は，これを「財務的動機」という。「財務的動機」を誘
発するために，運河会社は高い配当を行った。その結果，高配当が投機熱を煽
り，株価の上昇をもたらした。１７９２年から１７９３年にかけて投機熱は頂点に達
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第１期
（１７５９－７６）
２０．２ ２０．８ ０．７ １３．７ ７．６ １３．４ ８．０ ７．８ ７．８
第２期
（１７５７－１８１５）
３．５ １８．２ ２．０ ２１．５ １４．６ １８．３ １０．３ ５．７ ６．１
（図表１）運河株主の職業分布（％）
職業分類
．貴族（Peers）
．大地主（Landed gentlemen）
．ヨーマン，牧畜業者，小作農（Yeomen, Graziers, Tenant, Farmers）
．資本家（Capitalist）
．製造業者（Manufacturers）
．小商人，小売業者（Trademen）
．専門職（Professional men）
．聖職者（Clergymen）
	．婦人（Women）
出所：Ward［１９７４］, p.１８, p.７４.
５０ 松山大学論集 第１９巻 第６号
し，この現象は「運河マニア」と呼ばれた。しかし，運河の活況は長続きせず，
建設資金が不足し追加出資を必要とする運河が続出した。８）物価の上昇による建
設コストの高騰も要因の一つとしてあげられるが，企画上の不正が致命的な問
題であった。９）杜な経営や経済的な要因は，運河会社の利益の減少をもたらし
た。利益の減少は配当水準を低下させ，その結果株価が大きく下落した。
Kennet & Avon運河は，Bathと Newburyを結ぶ運河であり，１７９２年に建設
が計画された。１７９４年の個別法獲得により建設が開始され，１８１０年に完成し
た。１０）図表２は，Kennet & Avon運河の株主の職業分布である。資本家の占める
割合が大きく，Ward［１９７４］の言う第２期の特徴を備えている。Kennet & Avon
運河は，いわゆる「運河マニア」期に建設が企画された典型的な運河である。
Kennet & Avon運河も他の運河会社と同様に当初の調達額では建設資金が足り
なくなり，追加の出資を募ることになった。１１）経営者に対する不信が増幅する
中で追加出資を募るため，すでに調達した資金の使途を示す必要が生じ，おの
ずと会計報告が整備されていった。
建設時における Kennet & Avon運河の会計報告書を概観すると，１７９６年か
ら１８０４年にかけてさまざまな形式の報告書が不定期に公表されている。この
間，必要とされる情報がその都度公表されており，その過程で会計情報の開示
が洗練されていったと考えられる。１８０５年以降，統一された形式の報告書が
毎年公表されている。以下，１７９６年の報告書から順に検討することにより，
どのような過程を経て１８０５年以降の報告書に行き着いたのかを明らかにする
と共に，運河建設時の特徴的な計算書である資本勘定の意義を検討する。
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 不詳
株式数 ９２ １９０ － １，２５５ － １，０１６ ２１５ ６８ ５３ ６１１
３，５００ ３％ ７％ ４３％ ３５％ ７％ ２％ ２％
（図表２）Kennet & Avon 運河株主の職業分布（％）
（注）職業分類は図表１と同じ。
出所：Ward［１９７４］, p.６７.
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３．１８００年以前の報告書
１７９４年に建設が始まった Kennet & Avon運河において，初めて公表された
会計報告書は，図表３に示した１７９６年５月１日付の計算書である。報告書
は，１７９４年法獲得のための支出，レンガ製造所の建設，土地その他の設備取
得に関する支出，その他建設に関する諸費用や委員会の会議費，建設利息など
が示されている。１２）１７９６年の報告書は，それまでの支出の明細が示されている
のみであり，収入については何も示されていない。
図表４は１８００年２月１８日付の会計報告書であり，表題は The General
Account of Receipts and Expendituresとなっている。この計算書は，建設原価の
£. s. d.
Expences incurred before, and in passing the Act ７，６８４ １３ １０
Establishing Brick−yards, and for making and purchase of Bricks ４，８１７ １０ ０
Land and other property ２１，７８３ １４ ４
Locks, Aqueducts, Bridges, Culverts, &c. ８，３２２ １９ ９
Engineers, Surveyors, Clerks, &c. ３，１８８ １０ ７
Law Charges １，２５２ １４ ５
Earth−Work, such as Digging, Banking, &c. ２１，４１７ ９ １
Back Drains in Water Meadow ２６８ ２ １
Timber, Plank, &c. ３，１２１ １７ ２
Carpenters Work ５３７ １８ ８
Smiths Work ２０２ １ ５
Boats, Craft, &c. １１５ ５ ６
Committee Meetings at London, &c. &c. ４４５ １３ ６
Printing and Stationary １３０ ５ １１
Damages to Land and Mills ３９８ １３ ２
Interest on the first Call ８７５ ０ ０
Incidental Expences １８０ １９ １０
１，０５５ １９ １０
７４，７４３ ９ ３
（図表３）Kennet and Avon 運河の１７９６年５月１日付計算書
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The General Account of Receipts and Expenditures on Kennet and Avon Canal, from its
Commencement to Feb.１８００.
Dr. Cr.
To amount of Cash received of the
Subscribers ３６０，５７５ ２ ３
To Balance due to Harfords, Davis
and Co. Treasurers １，６０４ ３ ５
To Balance due to Mr. Ward ３７ ７ ４
３６２，２１６ １３ ０
By Expences incurred before and in
passing the Act ７，６８４ １３ １０
Paid George Edward Allen, Esq. ５，０００ ０ ０
Establishing Brick Yards, making
and purchasing Bricks, Locks,
Aqueduct Bridges, Culverts, and
other Masonry, Pozzolano, and Terras １２５，７７８ １１ ２
Land and other Property ５８，７４１ １６ １
Engineers, Surveyors, Clerks,
Agents, Law Charges, &c. １７，４８８ １６ １０
Earthwork, such as Digging,
Banking, &c. ９６，６４０ １１ １０
Timber Plank, Carpenters’ Work, &c. ３８１ ５ ９
Boats, Craft, and other Materials １２，０６８ ８ ７
Committee Expences, including
Meetings of Commissioners, &c. to
ascertain the Value of Lands ３，７７８ ８ ０
Printing, Stationary, &c. ７２４ １９ ０
Interest paid Proprietors, and
Incidental Expences ３１，６３３ １４ １１
３５３，９２１ ６ ０
By Balance due （exclusive of
Interest） from Mr. Francis Page,
secured by Mortgage, bearing５ per
Cent. Interest ７１，９８５ １３ ４
Ditto in the Hands of Messrs.
Toomer and Co. to pay Drafts drawn
by the Eastern Committee, ３０９ ３ １０
Ditto in the hands of the Western
District’s Clerk ０ ９ １０
３６２，２１６ １３ ０
（図表４）１８００年に公表されたKennet and Avon 運河の計算書
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見積修正計算書１３）とともに公表された。
借方には，出資者からの現金受取額とトレジャラー１４）勘定残高などが示さ
れている。貸方は大きく二分されている。一つ目の区分には運河建設に要した
金額が示される。１７９４年法獲得のための費用，建設工事に要した費用，土地
および設備等の購入，給料，建設利息，その他の費用が示され，そこでいった
ん小計が計算されている。二つ目の区分には貸付金の金額が示され，末尾に先
の小計との合計額が示されている。１５）
初期の運河会社において公表された資金の調達および運用をあらわす計算書
は，一般的に資本勘定と呼ばれる。１８００年に公表されたこの計算書が，Kennet
& Avon運河における初めての資本勘定である。この年に資本勘定が作成され
公表された背景には，Kennet & Avon運河の資金調達に関わる事情があった。
運河では，当初の予定を上回る建設費が必要となり，１８０１年に新たに３，０００
株の株式発行が認められている。新株発行に伴い，すでに調達した資本の管理
責任を果たす必要が生じたことが資本勘定公表の引き金となったものと考えら
れる。
４．１８０３年の報告書
図表５に示した１８０３年の報告書では，１８００年に公表された数値に追加する
形で同期日までの収支の総額が示されている。借方の冒頭には，１８００年の報
告書に示された出資者からの受取額が示されている。以下，貸付金返済による
収入，受取利息，通行料収入，船舶その他の売却収入，受取配当金が列挙され
ている。最後に１８００年以降の出資者からの受取額が示され，合計金額が計算
されている。
貸方の冒頭には，１８００年の報告書に計上されたそれまでの支出総額が示さ
れている。以下，水門，橋および土地などに対する支出，建設利息が示されて
いる。最後に地区別の現金残高が示され，合計金額が計算されている。
Kennet & Avon運河は，１８００年に一部が開通している。そのため，１８０３年
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の報告書では，通行料収入などの収益も計上されている。ただし，計算書では
損益計算は行われておらず，収益の金額は資本勘定の借方に計上されている。
つまり，収益の金額は運河の建築に振り向けられている。このように資本と利
益の分離がなされていなかったということは，資本勘定の特徴を理解する上で
大きな意味を持つ。Edwards［１９８９］は，多額の資本を必要とする運河会社に
おいては，建設時に資本の調達と運用とを示す必要があり，これをあらわす計
The Kennet and Avon Canal Company
１８００Feb £. s. d.
To Amount of Cash received of the
Subscribers ３６０，５７５ ２ ３
Balance in the Eastern and Western
Districts ３０９ １３ ８
To Cash received of F. Page amount
of his debt ７，９８５ １３ ４
Do. − of Do. − Interest １，７５３ １４ ２
Do. Tonnage, on Eastern and Western
Districts ２，２３１ ７ ８
―― Boats sold ５２５ ０ ０
…（判読不能） ８８ １３ １
―― Rent of Land &c. ３７５ １９ ２
―― Hay and Grass ９１ ８ ６
Dividends on Bath River Shares ２，０９２ １０ ０
Balance due to John Thomas ３１ １０ ０
Do.―――― John Ward ２３５ １９ ８
Do.―――― Harfords Davis and
Co. the Treasurers ４，２０９ １４ ０
Cash received from Subscribers １０１，９８６ １１ ４
４８２，４９２ １６ １０
１８００Feb £. s. d.
By amount of Expenditure ３５３，９２１ ６ ０
Building Locks,Bridges,&c. ８１５ ５ ６
Cost of Land,River Shares,&c. ２，２７４ １ ８
Engineers, Surveyors, Clerks, Agents,
Law Charges ６，４６６ １６ ０
Earth Work １８，３６６ １８ ６
Boats, Craft, Timber, and other
Materials １６，７４７ １０ １１
Committee Expences １，１１６ ３ ８
Printing,Stationary,&c. ５１６ ５ ５
Interest paid Proprietors ３４，５３６ ０ １１
Steam Horse Engines １，５２１ １１ １
Damage paid Land Owners repairing
Slips &c. １６，３４５ ２ ７
Work Middle District ２８，５２２ ８ ８
Cash in hand Western District ２４２ １６ ５
Cash in hand Eastern District １００ ９ ３
４８２，４９２ １６ １０
（図表５）１８０３年に公表されたKennet and Avon 運河の計算書
英国運河会社における資本勘定 ５５
算書であるということに資本勘定の意義を求めた。１６）しかし，１８０３年に公表さ
れたこの計算書から判断すると，少なくとも Kennet & Avon運河において
は，調達した資本についてその使途を示しアカウンタビリティを解除するとい
うことが資本勘定の唯一の目的であるとはいえない。そうであるならば，通行
料収入等の収益については，資本勘定に計上するべきでない。むしろ，資本と
は分離して独立の計算書で利益計算を行うことに合理性があると思われる。
Kennet & Avon運河において，運河建設に振り向けられた収益が資本勘定に
計上された理由としては，資本勘定の貸方，つまり資金の使途を重視していた
ということが考えられる。初期の運河会社は運河の完成を目的としており，ど
れだけの資金を運河建設に投入したのかを示すことに資本勘定の第一の意義が
あったと考えられる。つまり，資本勘定の目的は調達した資金の運用を示すこ
とよりも，むしろ運河建設に投じた資金の明細をあらわすことにあり，その一
部として調達源泉が示されたと考えられる。
５．１８０４年の報告書
図表６に示すように，１８０４年には二種類の報告書が開示されている。
Statement. No.１は，Account of Receipts and Expenditure on Kennet and Avon
Canalという表題が付されている。これは，資金の調達と運用をあらわす資本
勘定にあたる計算書である。ただし，１８０３年の計算書のように前の計算書に
数値を追加する形ではなく，これまでの収支すべての明細が示されている。借
方には，出資者からの受取額，通行料収入，受取配当金の他，土建業者に対し
て負っている債務額も計上されている。貸方は大きく三分されている。第一の
区分には既存事業に対する資金の運用明細が，第二の区分には新規事業に対す
る資金の運用明細が示される。第三の区分には，資金残高が地区ごとに示され
ている。
Statement. No.２の借方には，まず各地区の運河完成のために必要と思われる
金額が示され小計が計算されている。次にこれから必要となるその他の費用の
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STATEMENT. No.１.
ACCOUNT of RECEIPTS and EXPENDITURE on the KENNET and AVON CANAL, to November３０th, １８０４.
Dr. £. s. d.
To Canal Adventure, first Subscription
４２０，０００ ０ ０
Deficiency on this Subscription, by Shares
not paid up, being forfeited
１０，３０１ １９ ０ ４０９，４９８ １ ０
Profit on５１６ Shares forfeited, which had
paid ４，８７６ ０ ０
９Calls of５ per Cent, each on３０００ new
Shares, being４５ｌ, per Share, which, by
the Agreement with the Treasurers, they
are debited with １３５，０００ ０ ０
Tonnage received on Eastern District １，２０９ １７ １０
Tonnage on Western District ４，５３４ １ ２
Income received on Bath River Shares ２，０９２ １０ ９
Due to sundry Contractors １６２ ０ ２
５７７，３７２ １０ １１
Cr. £. s. d.
By establishing Brick−Yards, Making and
Purchase of Bricks, building Locks,
Bridges, Aqueducts, Culverts, and other
Masonry, Cost of stone, Pozzolano, &c. １１９，４６１ ７ ３
Cost of Land and other Property ４６，７３１ ２ ７
Cost of Bath River Shares １５，５４８ ２ ０
Engineers, Surveyors, Clerks, Agents, Law
Charges, Acts of Parliament, &c. ３２，６９６ １６ １１
Earth Work, (as Digging, Banking, &c.) １２２，４３９ １５ ５
Boats, Timber, Plank, Carpenters’ Work,
Materials ２２，４０８ ２ ７
Committee Expences, Commissioners’
Meetings, &c. ６，６３８ １６ ７
Printing and Stationary １，３３７ １９ ６
Interest paid Proprietors ６１，４８７ ８ １１
Incidentals ２，５２８ １８ ２
Steam and Horse Engines １，５２１ １１ ４
Damage paid to Land−Owners, Repairing
Slips, &c. ９，３３０ １６ ５
Wharfs, Warehouses, &c. ２，８２６ ７ ８
Repairs ４，５７３ ４ ２
Locks at Bath １８，６０７ １ １
Lock−Keepers and Wharf Wages １，０４６ ４ ６
４６９，１８３ １５ １
NEW WORKS
Rail Road ８，２８１ ０ １
Purchase of Land １９，６７４ ７ １１
Boats, Timber, Craft, &c. １，３７４ ７ １１
Surveyors, Engineers, &c. ２，３５４ ７ ３
Damages １６２ ３ １
Printing and Stationary ４５ １８ ７
Earth Work,（as Digging,
Banking, &c.） ３１，２１２ １０ ６
Locks at Devizes ５，２５１ １６ ３
Bridges, Culverts, &c. １１，４７７ １０ ９
Steam Engine ８３５ ０ ０
Interest Account ２２ １０ ５
Committee Expences ３１ ７ ５
Fencing ３７９ ４ １１
Horses, Waggons, &c. ２９９ ７ ２
Lime−Kiln ５６ １５ ４ ８１，４５９ ７ ７
５５０，６４３ ２ ８
By Balance, being
Cash in the Hands of
Eastern District Clerks １００ ８ １
Ditto Middle Dift. Clerk ３１ ２ １１
Ditto Western ditto ６７ １３ ７
Ditto HARFORDS & Co.
including Calls not paid ６，４３９ ５ ４
Ditto JOHN WARD ９０ １８ ４ ６，７２９ ８ ３
５７７，３７２ １０ １１
（図表６）１８０４年に公表されたKennet and Avon 運河の計算書
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金額が示され，合計金額が計算されている。貸方には Statement. No.１から振
り替えられた資金残高と新株による資金調達予定額が示され，そこで小計が計
算されている。貸方の末尾には借方合計から先の小計を差し引いた残高が示さ
れており，この金額が運河建設のために不足している金額をあらわしている。
既述のとおり，そもそも資本勘定は新株発行に際して，株主からの要求に応
える形で作成・公表されたものであった。１８０４年の報告書では，工事原価の
見積額を計算書に組み入れ，不足する金額が計算書の中で明示されている。初
期運河会社において資本勘定の開示が行われたのは，アカウンタビリティの解
除だけでなく，資金調達を行う際に必要に迫られてのことであったことを，こ
こからも読み取ることができる。
６．１８０５年以降の報告書
図表７に示した１８０５年に公表された報告書では，まず借方の冒頭に前年度
の資金残高が示されている。続いて，資金の調達額の明細，期末の負債残高が
示されて合計が計算されている。貸方の冒頭には前年度の負債残高が示されて
いる。次に，既存事業における資金運用の明細，新規事業における資金運用の
明細，既存・新規の事業に共通に発生する費用の金額が示される。最後に，期
末の現金残高および新株発行に伴う予定調達額が示され合計金額が計算されて
いる。
STATEMENT. No.２.
１８０４
Nov.３０
Dr. £. s. d.
Sum wanting to complete the
Canal on the Middle District, as
per Estimates １１２，８１６ １４ ５
Ditto in the Western District ５，１４１ １３ ３
Ditto in the Eastern District １，５５０ １３ ７
２１９，５０９ １ ３
Supervisal, Engineers, Surveyors,
Clerks, Agents, Law Charges,
Committee Expences, &c.１０per
Cent. ２１，９５０ １８ ０
２４１，４５９ １９ ３
１８０４
Nov.３０
Cr. £. s. d.
By Balance, per Statement, No.１. ６，７２９ ８ ３
By Three Calls of５l. Per Share
on３，０００new Shares ４５，０００ ０ ０
５１，７２９ ８ ３
Balance １８９，７３０ １１ ０
２４１，４８９ １９ ３
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ACCOUNT of RECEIPTS and EXPENDITURE on the KENNET and AVON CANAL,
from NOVEMBER３０,１８０４, to NOVEMBER３０,１８０５.
Dr.
£. s. d.
To Balance from Sundries, per last Account ６，７２９ ８ ３
Profit on Forfeited
Shares ８０ ０ ０
Three Calls of ５ per
Cent. Each on ３，０００
New Shares ４５，０００ ０ ０
Tonnage received on
Eastern and Western
Districts ３，０３５ ４ １１
Income received on
Bath River Shares ３９１ ０ ０
Interest Account ２４ １１ ３
Due to Sundry Contractors ２８０ ５ ５ ４８，８１１ １ ７
５５，５４０ ９ １０
Cr.
£. s. d.
Due to Sundry Contractors, per last Account １６２ ０ ２
By establishing Brick
Yards, making and
purchasing of Bricks,
building Locks, Bridges,
Aqueducts, Culverts,
and other Masonry, Cost
of Stone, &c. １，５７０ １９ ２
Cost of Land １，０２９ １６ ８
Earth Work （ as
Digging, Puddling, &c.） ３１８ １６ １
Damages paid Land
Owners, &c. １２８ ２ ２
Wharfs, Warehouses, &c. ４９ １９ ６
Repairs １，６６２ １３ １１
Locks at Bath ２，５１１ １５ ６
Lock Keepers &
Wharf Wages ５７０ ７ ３
７，８４２ １０ ３
NEW WORKS
Land １，８００ １０ １１
Boats, Timber, Craft,
and other Materials １５ ７ ９
Damages paid Land
Owner １５４ １８ ４
Earth Work, （ as
Digging, Puddling, &c.） １７，２７６ ５ １０
Locks at Devizes ３，３０５ １８ １１
Bridges, Culverts, &c. ２，２８９ ４ １
Beam to Steam Engine ８４ ６ ０
Fencing １４５ ０ ５
Limekiln ３３ １０ ０
２５，１０５ ２ ３
Engineers, Surveyors, Clerks, Agents, Committee
Expences, Commissioners Meetings, Act of
Parliament, Law Charges, Printing, Stationary,
Incidentals, Stamps, Rent of Offices, &c. ４，６４５ １５ １
Balance in the Hands of
Treasurers and others,
including Default List ２，７８５ ２ １
The last Call on the New
Shares, due１５th Dec. １５，０００ ０ ０
１７，７８５ ２ １
５７７，３７２ １０ １１
（図表７）１８０５年に公表されたKennet and Avon 運河の計算書
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１８０５年に公表されたこの形式の報告書は運河完成時まで採用されることに
なる。１８０５年の報告書は，これまでのものと性格を異にしている。１８０４年ま
での報告書では，形式の違いこそあれ設立時からのすべての収支が掲載されて
いる。これに対し，１８０５年以降は前年の資産負債残高に当該年度の収支を加
減し，期末の資産負債をあらわしている点に特徴を見出せる。設立当初の会計
報告は不定期に行われてきたが，１８０３年以降は毎年会計報告書が公表されて
いる。継続的に同じ報告書を公表する限り，当該年度の収支をあらわす報告書
の公表で十分機能を果たすものと思われる。
７．結 語
本稿では，Kennet & Avon運河の初期の会計報告のうち，運河建設時におけ
る報告書を概観した。当時の会社の一般的な形態は個人企業かパートナーシッ
プであったが，多額の資本を調達する必要のあった運河会社は株式会社の形態
を採っていた。資本家から集めた多額の資本を管理するとともに，受託責任を
果たすために報告書の整備が進んだ。本稿で検討した運河会社による会計実務
の構築は，まさに株式会社会計の原点ともいえるものである。本稿を締めくく
るにあたって，Kennet & Avon運河における計算書の特徴をまとめるととも
に，初期の運河会社による会計報告を特徴付ける計算書である資本勘定の意義
について検討したい。
１７９６年の報告書は支出の明細のみをあらわす簡単なものであったが，１８００
年以降は資金の調達と運用とをあらわす報告書が公表されている。このような
報告書が公表されることになった背景として，会社が新たな資金調達の必要に
迫られたことがある。Kennet & Avon運河では１７９４年法において認められた
資本だけでは，運河建設費用をまかなうことができなかったので，追加の資金
を調達する必要があった。
新たな資金調達のために，Kennet & Avon運河会社は二つの情報を提供する
必要があった。経営者は運河建設のためにどれだけの資金が必要であるかとい
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う情報と，既に調達した資金をどのように使用したかに関する情報である。前
者をあらわすものが，報告書とともに公表された技師による見積修正計算書や
１８０４年の報告書における Statement. No.２である。後者をあらわすものが資金
の調達と運用を示す資本勘定である。このような状況は Kennet & Avon運河
固有のものではなく，当時の多くの運河において当初の見積原価を上回る建設
費が必要となっていた。運河会社において資本勘定を公表する会計実務が定着
したのは，新たな資金調達に際して既に調達した資金についての管理責任を果
たす必要があったためであると考えられる。
Edwards［１９８９］は，資本勘定の意義について以下のように述べている。「多
額の資本を必要とする運河会社においては，建設時に資本の調達と運用とを示
す必要があり，これをあらわす計算書として資本勘定が公表された。調達した
資本により運河が完成すれば資本勘定はその役目を終え，多くの場合閉鎖され
た」（Edwards［１９８９］p.１６３）と。つまり，多額の資本を用いた運河会社がア
カウンタビリティの解除のために示したのが資本勘定であったと解釈してい
る。ただし，ここで注意しなければならないのは，本稿で検討した Kennet &
Avon運河のように，運河建設に必要な資金は必ずしも調達した資本のみに
よって賄われたわけではないということである。運河が部分開通した後，通行
料収入などの収益が運河建設に振り向けられている。計算書上では，これらの
金額は資本調達によって得られたものと区別されずに表示されている。もし
Edwards［１９８９］の言うように，アカウンタビリティの解除に計算書の主目的
があるならば，調達した資本と利益とを明確に区別する必要があろう。Kennet
& Avon運河においては，部分開通した後に収益も調達源泉として資本勘定に
含められたことを考えると，調達した資本をいかに運用したかをあらわすこと
よりも，運河建設に要した金額をいかに調達したかをあらわすことに計算書の
主眼が置かれていたと考えられる。それと同時に，運河建設にどれだけの追加
資金が必要かを明らかにすることで，出資を促す狙いがあったものと思われ
る。
英国運河会社における資本勘定 ６１
冒頭で英国運河会社の会計を研究する上で取り組むべき三つの課題を掲げ
た。第一の課題は，多額の資金を必要とする運河会社において公表されること
となった資本勘定の生成過程，意義を明らかにすることであった。第二の課題
は，運河の完成および営業開始に伴って公表されることになる損益計算書はい
かなる形式であったかを明らかにすることであった。第三の課題は，運河会社
の会計報告が後の複会計制度に与えた影響を明らかにすることであった。
本稿では，一つ目の課題を取り上げ，会社設立時の会計報告書の変遷を明ら
かにするとともに，特徴的な計算書である資本勘定の意義を考察した。資本勘
定において，資本と利益とが区別されていなかったことは先に指摘したが，運
河の完成に伴ってこの両者が分離され損益計算書が公表されることになる。
Kennet & Avon運河においても，１８１０年に運河が完成し，１８１３年から損益計
算書にあたる計算書が公表されている。これら過程がどのように進められたの
か，また損益計算書の構造はいかなるものであったかについては次稿の課題と
したい。
本稿は，平成１７年度松山大学国外研究の成果である。
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注
１）同じ頃に交通手段の改善として登場した有料道路および河川の資金調達は，借入を基本
としその担保には通行料収入が充てられていた。それに対して，運河会社は株式の発行に
よる自己資本調達を基本とし，追加資金調達時点において，追加株式の発行や借入が行わ
れていた。湯沢［１９７６］p.２１を参照のこと。
２）村田［１９９５］p.２１参照。
３）１８世紀後半の運河会社における資本調達と会計報告書については，McCartney and
Arnold［２００６］を参照のこと。
４）本稿では，General Balance Sheetを一般的に用いられる「一般貸借対照表」ではなく「総
括残高表」と訳す。総括残高表の構造と意義については，溝上［２００２］を参照のこと。
５）中村［１９９１］pp.４－５参照。
６）Ward［１９７４］は当時の全運河会社株式のうち，ほぼ３分の１を対象として分析を行って
いる。
７）Ward［１９７４］p.１２６参照。
８）投資家に対して追加出資を促すために様々な工夫がなされ，その過程で，優先株や利付
転換債などが導入されていった。この点に関しては，Evans［１９３６］，湯沢［１９７６］を参照
のこと。
９）当時の運河会社における不正の概要については，Jackman［１９６６］を参照のこと。
１０）村田［１９９５］p.６８参照。
１１）１８０１年法によって３，０００株の新株発行が認められ，原初株主に割り当てられた。１８０５
年法では新株と転換社債によって合計２００，０００ポンドの追加資本が認められた。さらに
１８０９年法では４，０００株の新株発行が認められている。Kennet & Avon運河における資本調
達の詳細については，Ward［１９７４］，中村［１９９１］，村田［１９９４］を参照のこと。
１２）村田［１９９５］p.７２参照。
１３）計算書は，‘Abstract of the Sums Referred to in the foregoing report’という表題が付けられ
ており，建設技師 John Rennieによって作成されている。計算書では，地区ごとにこれま
英国運河会社における資本勘定 ６３
で支出した金額と今後必要となる金額が計算されている。
１４）当初，金融業務を行うトレジャラーには Bristolの地方銀行であるWorrall Blathley &
Co．の Samuel Worrallが就任した。Samuel Worrallは１８００年に解任され，後任として Bristol
の地方銀行である Harford, Davis & Co．が就任した。Kennet & Avon運河におけるトレジャ
ラーについては，村田［１９９４］を参照のこと。
１５）村田［１９９５］p.７２参照。
１６）Edwards［１９８９］p.１６３参照。
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